
パネルは国際価格に近付いてきてい
る。今後は、大規模な発電事業用の太
陽光については、卸電力スポット価格
並みに発電コストが下がることが求め
られる。日本でとくにコストの高止ま
りの要因となっているのは工事代、ソ
フトコストなどで、それらのコストの
削減をさらに進めて行かなければなら
ない。

　2050年に累計200ＧＷの太陽
光発電導入に向けて、JPEAでは「Ｐ
Ｖ System 4.0」､「セクターカップリ
ング｣「次世代送電網」､「低炭素化の
インセンティブ」の４本柱が太陽光発
電の導入・普及を支えると考えてい
る。このうち「ＰＶ System 4.0」と
は「第４世代の太陽光発電システム」
を指す。これまで、第１世代では人工
衛星への搭載など、太陽光発電システ
ムは系統につながってない独立型のも
のであった。それが1990年代に系統

　日本における太陽光発電の導入
量は、IEAによれば2017年末時点で約
49GWに達している。JPEAとして掲げ
る2030年までに累積100GW導入など
の目標に向けてはまだまだ道半ばのス
テージにある。もっとも、FITによる
買取価格低減が進むものの、長期的に
見れば住宅向けのシステム導入がまだ
まだ進むほか、今後は中規模・小規模
発電設備、さらには自家消費用途での
導入が相当伸びていくだろう。そのほ
か、例えば農業と太陽光発電を並行し
て行うソーラーシェアリングによって
地域振興を目指す動き、太陽光発電の
設置に適した平坦な土地がなくなった
とはいわれるものの、荒廃農地、さら
に水上などでの設置によるポテンシャ
ルも、まだまだ存在すると我々は考え
ている。

　FITによる住宅用太陽光電力の
買取価格は26円/kWh(2018年度の
10kW未満で出力制御対応機器設置義
務なしの場合、税抜)で、家庭用の電
気料金と同じような水準にまで低下し
ている。また、10kW以上の太陽光発
電のFIT買取価格はすでに18円/kWh
となっている。現状で15円/kWh程度
の業務用電気料金の水準に、FIT価格
がもうすぐ到達する。日本の太陽光に
よる発電コストは、国際レベルに比べ
ればまだ高い水準にあるものの競争力
はついてきている。国際再生可能エネ
ルギー機関(IRENA)のデータなどから
日本のコストを分析すると、価格競争
に直面していることもあり、日本でも

連係型の太陽光発電システムが現れ始
め、2010年代からの第３世代では、
太陽光発電の系統への大量導入時代を
迎え、系統との協調にも配慮した太陽
光発電システムとなってきた。
　今後2020年代からの第４世代の太
陽光発電システムでは、３つの技術を
その特徴として挙げられる｡「独立・
連係自在型」としてＥＶ、さらにロ
ボットなどへの太陽電池搭載がその一
つで、普段は系統から独立している
が、いざとなれば系統への連係・送電
も可能な太陽光発電システム。また、
スマートインバータによって出力の制
御・調整を細かく行える技術などを取
り入れた「系統統合型」の太陽光発電
システム、さらに新しい材料を使うこ
とで、住宅やビルの屋根や壁でも設置
でき、場所の制約にとらわれない「次
世代BIPV(建材一体型太陽光発電)型」
の太陽光発電技術によるシステムがあ
る。壁などに設置可能な薄型太陽電
池。建材一体型などの製品は、今後



１、２年での普及はまだまだ難しいの
かもしれないが、５年程度のスパンで
見れば、また新たに色々な製品も出て
くるだろう。
　また「セクターカップリンブ」と
は、電力供給、運輸、熱利用のセク
ターを結びつけて、高効率化や脱炭素
化の取り組みを一体的に推進すること
を指す。熱利用ヒートポンプ機器や自
動車の電化によって、太陽光など再生
可能エネルギー由来の電気の需要が増
大し、同時に出力変動を吸収する蓄エ
ネ能力も向上が見込める。電力化によ
る省エネと脱炭素化、再生可能エネル
ギー大量導入による自給率の向上を同
時達成できる。ここで、太陽光発電は
需要側のサイトのあらゆる場所に取り
付けることができ、セクターカップリ
ング推進の要となり得る。

　現行ルールでは、新規の電源が
系統への接続を希望する場合、系統に
空き容量がない限り接続が認められ
ないなど、接続・運用ルールにおいて
「先着優先」の原則が採用されてい
る。すでに接続されている事業者の権
利は守られる必要はあるが、系統接続
や出力抑制に関わる費用負担は依然と
して新規電源に偏ることになる。
　その中で、いまある系統に再生可能
エネルギーがさらに導入・接続できる
よう、系統の空き容量を確保するため
の取り組みとして、系統の事故や混雑
が発生した場合に混雑処理(潮流制御)
を行うことを前提に接続を可能とする
「コネクト＆マネージ」の議論が昨年
から国主導で始められている。こうし
た取り組みが進めば系統増強の新たな
負担がなくても容量の確保が見込め、
太陽光発電にとっても前向きなトピッ
クだ。また、どうしても系統問題が解
決できないケースでは、太陽光の自家
消費をより推進することになるだろ
う。出力抑制のリスクに関しては、地
域間連係線の最大活用でリスクは大幅
に低減できるものと考えている。さら
に、市場メカニズムの活用やヒートポ
ンプ給湯機、ＥＶ・蓄電池などを活用
したデマンドサイドのマネジメントに

より、出力抑制リスクを低減していく
ことも可能だと考えている。

　国内外の企業にはそれぞれの強
みを活かし取り組みを進めていただき
たい。もっとも太陽光パネルはコモ
ディティ化しているのは否めないた
め、今後はそのほかの付帯する製品
やサービスも組み合わせて提案・販
売していくことが重要になる。また､
「2019年問題」として、住宅用太陽
光発電のFIT期間が終了する設備が大
量に発生する。2019年度だけで50万
件・２GW相当のシステムの卒FITが
見込まれるほか、以降も毎年１GWを
超えるものがFITを卒業する。FIT切れ
の再生可能エネルギー電力が出てくる
中で、それをうまく活用するための
新しいサービス・ソリューションが求
められる。バーチャルパワープラント
(VPP)などの技術もその１つの手法と
なることが期待される。さらに太陽光
発電は、今後将来的には相当な非化石
価値・環境価値が付くことが予想され
る。エネルギー供給構造高度化法で
は、電力の販売量が年間５億kWh以
上の小売電気事業者を対象に、2030
年度の販売量の44％以上を非化石電
源で供給することが求められている。
こうした中で、水力発電や原子力のよ
うな非化石電源を持っていない、従来
の一般電気事業者以外の事業者(新電
力等)はどう電源を確保するかが大き

な課題となる。その中で、非化石価値
のついた電気が重要となってくる。住
宅用の太陽光発電設備を、いかにコス
ト効率的にまとめられるかアグリゲー
ターの存在も大きい。

　世界で年間100ＧＷの太陽光発
電が導入されるという今の状況は、
10年前には思いもしないことで、３
年ほど前でも想像が付かないことだっ
たのではないか。その一番のドライバ
となっているのは、太陽光発電のコス
トが下がっていることにある。パリ協
定を受けて再生可能エネルギーである
太陽光が普及したというよりは、太陽
光発電がパリ協定を後押ししていると
言える。地域によっては石炭火力より
も太陽光発電のコストは安くなってい
る。太陽光発電を経済合理的に入れて
いけばエネルギー供給の問題、また環
境問題も解決できるというのが世界の
潮流になっている。中国ではFIT制度に
おける買取価格の引き下げなどの影響
があり、太陽光発電の導入量は今年・
来年については落ち込むのではない
か。もっとも、FITの廃止などがあった
としても、太陽光発電のそもそものコ
スト低下により、世界各国でFITに頼
らなくても、これからも相当量の太陽
光発電が導入されると見込んでいる。
国によって違う課題はそれぞれあるに
せよ、太陽光導入の世界的な大きな潮
流・トレンドは今後も変わらない。


